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Summary 
The amount of air pollutant, Sox and Nox, emitted by a ship during ocean navigation is regulated by the 
International Maritime Organization (IMO) to prevent air pollution on the sea. 
 The author presented navigation optimization technologies to reduce exhaust gas by adjusting fuel 
consumption locally during voyages under wave conditions without consideration of tidal or ocean current, 
as well as restriction of main engine output and safe navigation speed under rough sea conditions. 
 In this paper, navigation optimization technologies are improved to solve the optimization problem subject 
to all these additional conditions of the sea and ship operation, corresponding to actual navigation. 
Moreover, the effectiveness of expanded optimization technologies is confirmed for several combinations 
of the above conditions through numerical simulation. 
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1．緒言 
  地球環境汚染の社会問題化に呼応して、国際海事機
関（ＩＭＯ）が船舶運航時の排ガスに含まれる窒素酸
化物や硫黄酸化物に規制を設け、その規制値が段階的
に強化されている 1)。 
筆者は、先行研究 2)で、航海で消費される燃料を最
小化することによって排ガスの発生を抑制する精密な
航海最適化技術について考察し、波浪下の対水運動を
基礎に、航路保持の下で目的地までの主機出力を最適
に配分するための速力の決定方程式を導いた。 
しかしながら、実航海にこの技術を適用するために
は、 
(1) 潮流や海流の作用による対地運動への対処 
(2) 主機能力の限界への対応や主推進軸系に過大
な負荷を与える主機の危険回転域回避 
(3) 荒天時の安全確保のための運航限界速力超過
の防止 
という問題を解決しなければならない。 
 本稿では、実航海で発生するこれらの諸条件を考慮
した航海最適化技術について精密に解析し、主機出力、
即ち、速力配分の決定方程式を拡充するとともに、数
値シミュレーションによってその効果を検証する。 
 金丸 英幸 56 
 
Fig.1 航路要素 
2．対水運動を基礎とした航海最適化技術 2) 
 2.1 就航環境の離散値化 
  気象海象予報のディジタルデータは、一般的に、経
緯度方向の矩形の海域を単位として陸上の気象海象予
報データサービス機関から配信される。Fig.1 に示す
通り、設定航路 𝛔 をこの矩形の海域の境界との交点
および変針点によって分割した線分を、航路要素 
𝚫𝛔𝒊  (𝒊 = 𝟏･･･ 𝒏) と定義する。 
通常、航海では、航路に沿って一定の距離の定速航
行を繰り返して船舶を目的地に導く。したがって、航
路要素 𝚫𝛔𝒊 上では速力一定で船を進めることにすれ
ば、波浪抵抗やそれに起因する自然減速、進行方向に
対する相対波向などの各種就航条件も一定となり、航
路要素を基本単位として航海最適化を図ることが可能
となる。 
 
2.2 燃料消費量の定式化 
   船舶の推進運動方程式を馬力変換して主機関の燃料
消費率を掛け合わせ時間軸で積分することによって、
操縦運動を評価する第一評価関数 𝑱𝟏𝒊 との重構造で、
船舶運航の燃料消費量（第二評価関数 𝑱𝟐 ）を定式化
することができる 2)。 
 
   𝑱𝟏𝒊 = ∫ (
(𝜟𝝍ー𝜷)
𝟐
𝟐𝜶𝒊
𝟐 +
(𝒎𝟎
′ +𝒎𝒚
′ )𝜷 𝒓′+𝑪𝜹𝒊
′𝜹𝟐
𝑪𝒉𝒊
′ )
∞
𝟎
𝒅𝒕′     (1) 
     𝜟𝝍 ： 針路と設定針路の偏差 
      𝒓 ： 回頭角速度   𝜷 ： 横流れ角 
      𝜹 ： 操舵量（舵角） 
     𝒎𝟎 ： 質量    𝒎𝒚 ： 付加質量（横方向） 
      𝑪𝒉 ： 船体抵抗係数  𝑪𝜹 ： 舵抵抗係数 
 
   𝑱𝟐 = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)]                (2) 
      𝑼 ： 速力       𝑳 ： 船体長 
           𝜸∗ ： 推進軸系の伝達効率と推進効率で補正
された燃料消費率 
 
但し、各々の式の中の添え字「𝒊」は航路要素 𝚫𝛔𝒊 
上の状態量であることを、また、第一評価関数の「′」
は、無次元化された量であることを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.3 最適速力の決定方程式 
  航路要素毎の最適速力は、航海の定時性確保のため
に総航海時間 𝑻𝒗 を拘束した上で、燃料消費量（第二
評価関数）を最小化することによって求められる。 
状態量 𝑋 の速力 𝑈 による偏微分を 
 
   𝑿𝑼 ≡
𝝏𝑿
𝝏𝑼
                                   (3) 
 
と表して、(2)式に 𝝀 を未定係数とするラグランジュ
の未定係数法を適用することにより、最適速力 𝑼𝒊 の
精密な決定方程式が (𝒏 + 𝟏) 元連立方程式として以下
の通り導かれる（精密解法）2)。 
 
   {𝑪𝒉𝒊[𝜶𝒊
𝟐 (𝜸∗𝑼𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊
∗) 𝒍𝒊 
      +𝜶𝒊
𝟑 {𝜸∗𝑼𝒊𝜶𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊
∗(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)} 𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 
      +𝜸𝒊
∗𝜶𝒊
𝟒𝑼𝒊𝑳𝐽1𝑼𝒊
𝒐𝒑𝒕] 
         +𝑪𝒉𝑼𝒊
𝜸𝒊
∗𝜶𝒊
𝟐𝑼𝒊(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)}𝑼𝒊
𝟑 
                             = (𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)𝒍𝒊𝝀    (4) 
    ∑
𝑙𝑖
𝛼𝑖𝑈𝑖
= 𝑻𝒗                               (5) 
      𝑻𝒗 ： 総航海時間（拘束条件） 
 
3．潮流や海流を考慮した航海最適化 
3.1 潮流や海流下の対地船速 
  実際の航海では、対水運動に加えて潮流や海流の影
響を受ける。その作用を受けて設定航路上を航海する
「航路保持」のためには、針路の補正が必要になる。 
𝑙𝑖 ：航路要素長（𝑃𝑖  →  𝑃𝑖+1）、 𝑅𝑤𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の波浪抵抗 
𝑈𝑖
#：𝛥𝜎𝑖上の船速、𝛼𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の波浪による自然減速係数 
𝛾𝑖
∗ ： 𝛥𝜎𝑖上の燃量消費量（伝達&推進効率による補正値） 
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Fig.2 潮流補正 
 Fig.2 に示す通り、潮流や海流の流速を 𝒗𝒄𝒊 、その流
向と設定航路の方位との偏差（流向偏差）を ∆𝜽𝒊 とすれ
ば、対地船速 𝑼∗𝒊 および針路補正値 ∆∅𝒊 とこれらの状
態量の間には以下の関係式が成り立つ。 
 
   𝑼∗𝒊 = 𝜶𝒊𝑼𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆∅𝒊 + 𝒗𝒄𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆𝜽𝒊              (6) 
   ∆∅𝒊 = 𝐬𝐢𝐧
−𝟏 𝒗𝒄𝒊 𝐬𝐢𝐧 ∆𝜽𝒊
𝜶𝒊𝑼𝒊
                        (7) 
 
  また、(6)式より、対水運動対応の実航程と航路要素
長の航程比 𝜻𝒊 が、次式で表される。 
 
   𝜻𝒊 =
𝟏
𝐜𝐨𝐬 ∆∅𝒊+𝒗𝒄𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆𝜽𝒊/(𝜶𝒊𝑼𝒊)
                    (8) 
 
  さらに、航路要素 𝚫𝛔𝒊 に対する相対波向を 𝝌𝒊 とす
ると、潮流や海流に対処する針路補正後の相対波向 
𝝌𝒊
∗ が次式で与えられる。 
 
   𝝌𝒊
∗ = 𝝌𝒊 + ∆∅𝒊                             (9) 
 
  以上の結果、潮流や海流下の第二評価関数（燃料消
費量）と総航海時間の拘束条件が、(2)、(5)式に替え
て以下の通り導かれる。 
 
   𝑱𝟐 = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐(𝜻𝒊𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)]             (10) 
   ∑
𝜻𝒊𝒍𝒊
𝜶𝒊𝑼𝒊
= 𝑻𝒗                               (11) 
 
3.2主機出力（速力）最適化 
  本節では主機出力の制約条件を考慮せず、潮流や海
流下の航海最適化技術について考える。(11)式の拘束 
 
 
 
 
 
 
 
 
条件の下で(10)式にラグランジュの未定係数法を適用
することによって、第二評価関数（燃料消費量）を最
小化する速力 𝑼𝒊 の決定方程式が、次式と(11)式の
(𝒏 + 𝟏) 元連立方程式として導かれる。 
 
   {𝑪𝒉𝒊[𝜶𝒊
𝟐 (𝜸∗𝑼𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊
∗) 𝜻𝒊𝒍𝒊 
      +𝜶𝒊
𝟑 {𝜸∗𝑼𝒊𝜶𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊
∗(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)} 𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 
      +𝜸𝒊
∗𝜶𝒊
𝟐𝑼𝒊 (𝜶𝒊
𝟐𝑳𝐽1𝑼𝒊
𝒐𝒑𝒕 + 𝜻𝑼𝒊𝒍𝒊)] 
         +𝑪𝒉𝑼𝒊
𝜸𝒊
∗𝜶𝒊
𝟐𝑼𝒊(𝜻𝒊𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)}𝑼𝒊
𝟑 
                 = {(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)𝜻𝒊 − 𝜶𝒊𝑼𝒊𝜻𝑼𝒊}𝒍𝒊𝝀   (12) 
 
荒天域では、船体が波浪による過大な外力を受けた
り、それによって励起される激しい船体運動が発生す
る。その結果生じる船体の損傷やデッキの冠水等の危
険を防ぐために、減速して航海するのが一般的である。
したがって、荒天時の船体運動を軽減し航海の安全を
確保するために、速力 𝑼𝒊 のリミッタとして、運航限
界に関する萩原の式 3)で与えられる運航限界速力 𝑼𝒏𝒐𝒍𝒊 
を導入する。 
 
𝑼𝒊＝𝑼𝒏𝒐𝒍𝑖          (𝑼
#
𝒊 = 𝜶𝒊𝑼𝒊 > 𝑼
#
𝒏𝒐𝒍𝑖)   (13) 
   𝑼#𝒏𝒐𝒍𝑖 = 𝜶𝒏𝒐𝒍𝒊𝑼𝒏𝒐𝒍𝑖  = 𝒆
𝒂𝒗(𝒒𝒗𝒊−𝒉𝒊)
𝒃𝒗
+ 𝒓𝒗𝒊     (14) 
     𝒉𝒊   ： 有義波高 
     𝜶𝒏𝒐𝒍𝒊 ： 運航限界速力対応の自然減速係数 
    𝒒𝒗𝒊 = 𝒂𝒒 + 𝒃𝒒|𝝌𝒊
∗|𝒄𝒒                      (15) 
    𝒓𝒗𝒊 = 𝒂𝒓 + 𝒃𝒓|𝝌𝒊
∗|𝒄𝒓                       (16) 
 
  因みに、北沢ら 4)が、造船研究協会１０８部会のモデ
ルシップである一軸コンテナ船を対象に、船首部海水
打ち込み、横揺れ、波浪縦曲げモーメントなど７項目
について、波浪条件と船速の組合せで船体の挙動を分
析し、その上で鋼船規則などを基準とした過大な船体
応答の発現確率に基づいて安全航行の船速域を示した。
萩原の式(13)～(16)はこの研究結果の近似式である。 
  (10)、(11)式の 𝜻𝒊 、𝒍𝒊 と、基準航海および理想航
海 2)の船速 𝑼#𝒊 、𝑼𝒊 とそれぞれの航海時間 𝑻
#
𝒊 、𝑻𝒊 
の間に以下の等価関係 
 
𝜻𝒊𝒍𝒊 = 𝑼
#
𝒊𝑻
#
𝒊 = (𝜶𝒊𝑼𝒊) (
𝑻𝒊
𝜶𝒊
) = 𝑼𝒊𝑻𝒊          (17)  
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 が成り立つことを考慮すると、(10)式より、実航海の
主機出力 𝑷∗𝒊 が次式の通り導かれる。 
 
𝑷∗𝒊 =
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟑 (𝟏 +
𝜶𝒊
𝟐𝑳
𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕)             (18) 
           𝜼𝒕  ： 伝達効率 、 𝜼𝒑 ： 推進効率 
 
  運航限界速力 𝑼𝒏𝒐𝒍𝒊 以下の解を求める手法には、リ
ミッタの外、ペナルティ関数の導入などが考えられる
が、本稿では取り扱いが容易なリミッタ法を採用する。 
 
4．主機の能力と危険回転域を考慮した航海最
適化 
  本章では、潮流や海流に加えて主機出力の制約と危
険回転域を考慮した航海最適化技術について考察する。 
  (11)、(12)式の連立方程式は、海象条件や総航海時
間の指定によっては、最適速力として、一部または全
ての航路要素で主機能力や運航限界速力超過、或いは、
危険回転域内の解を与える可能性がある。これらのケ
ースではリミッタを適用して、主機出力の最適解を運
転可能域との境界値 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 に置き替える。即ち、 
 
     𝑷∗𝒊 = 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊                                (19) 
 
 但し、𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 は、以下の通り定義する。 
 (1)主機能力の限界 𝑷𝒎𝒄𝒓 を超過した場合 
 
   𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = 𝑷𝒎𝒄𝒓       (𝑷𝒎𝒄𝒓 < 𝑷
∗
𝒊)           (20) 
 
 (2)危険回転域回避を要する場合 
   危険回転域の下端を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 、上端を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯 、       
   その中間値を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 として、 
 
    𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = {
𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳    (𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 < 𝑷
∗
𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴)
𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯    (𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 ≤ 𝑷
∗
𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯)
   (21) 
     𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 =
𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳+𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯
𝟐
                        (22) 
 
 (3)運航限界速力を超過した場合 
   運航限界速力 𝑼𝒏𝒐𝒍𝒊 に対応する主機出力を 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 
とすると 
      𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊       (𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 < 𝑷
∗
𝒊)           (23) 
 
特に、𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 が危険回転域内にある場合は、 
 
   𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳                             (24) 
     (𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 < 𝑷
∗
𝒊  かつ  𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 < 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯) 
 
 (11)、(12)式からなる (𝒏 + 𝟏) 元連立方程式と
(13),(19)式の組合せが、新たな決定方程式となる。 
尚、未定係数 𝝀 の値は(8)、(11) および(12)式を連
立させ、反復計算によって収束させる。 
一方、主機出力が能力の限界に達した場合や危険回
転域の回避を要する場合の速力 𝑼𝒊 は、𝑪𝒉𝒊 、𝜶𝒊 、
𝜻𝒊 、𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕
 が 𝑼𝒊 に依存することに留意して、次式
から逆算しなければならない。 
 
   
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟑 (𝟏 +
𝜶𝒊
𝟐𝑳
𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕) = 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊           (25) 
 
  潮流補正を伴う自然減速量および第一評価関数の速
力 𝑼 による偏微分 𝜟𝑼𝑼 と 𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 の解法を、それぞ
れ付章１と付章２に示す。 
因みに、リミッタの導入により、これらの方程式か
ら導かれた速力 𝑼𝒊 は、第二評価関数（燃料消費量）
を最小化するという当初の目的に対しては、最適解で
はなく準最適解となることに注意を要する。 
 
5．数値シミュレーションによる検証 
5.1 シミュレーションの算法 
  最適速力 𝑼𝒊 の決定方程式(12)式は、左辺、右辺と
もに 𝑼𝒊 に依存する非線形の方程式である。したがっ
て、その求解には反復計算によって解を収束させる手
法（大域的収束計算）を採用した。 
  一方、大域的収束計算の各反復過程で生じる以下の
状態量や変数の求解にはニュートン法による収束計算
（局所的収束計算）を適用した。 
(1) 船体抵抗係数 𝑪𝒉 の計算の基礎となるシェー
ンヘルの式から導かれる相当平板の摩擦抵抗
係数 𝑪𝒇 の計算 2) 
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Table 2 航海条件 Table 1 コンテナ船主要目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 運航限界速力 𝑼𝒏𝒐𝒍𝒊 の計算 
(3) 未定係数 𝝀 の計算 
(4) 主機能力の限界や運航限界速力超過の防止お
よび危険回転域回避のために境界値 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 か
ら逆算する速力 𝑼𝒊 の計算 
  因みに、大域的収束計算、局所的収束計算共に、収
束判定基準は相対誤差 𝟏𝟎−𝟖 未満とした。 
 
5.2 供試船 
供試船は、前出の造船研究協会１０８部会の一軸コ
ンテナ船を基本に、データ不足は船型の指標が近い船
で補完した。代表的な主要目を Table 1に示す 4)､5)。 
 
5.3 航路および波浪条件 
Table 2 に航海の設定条件 2)を示す。航路は房総半
島沖からサンフランシスコ沖に至る北太平洋航路とし、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
波浪はビューフォート風力階級６以下を基本として、
有義波高および相対波向を均等に割り振った。 
 
5.4 潮流や海流による効果 
  北太平洋の海流については、「東日本大震災で流出
した瓦礫が、２～３年後に本格的に北米大陸西海岸に
漂着した」という報道を参考にして、流速が航路に沿
って西から東に平均０.２ｋｔとした。また、航路要素
の進行方向に対する流向の偏差については、検証を容
易にするために３０度（順行）を基本として海流なし
の場合と比較した。 
さらに、供試船が海流と逆行する場合の効果も検証
するために、流向が正反対（偏差－１５０度）の場合
の試算も行った。 
Table 3 に数値シミュレーション結果を示す。表中
の凡例「操舵制御ｹﾞｲﾝ(k1|k2)」のｋ１とｋ２は、それ
ぞれ、第一評価関数に基づいて最適化された操舵制御
の比例ゲインと微分ゲインである 2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 3 シミュレーション結果（海流効果） 
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尚、総航海時間の指定は、供試船の主機の能力や主
推進軸系の特性を考慮して２０８時間とした。 
 
5.5 主機能力の限界の影響 
主機能力の限界を伴う航海最適化の確認のために、
主機出力無制限の場合の試算も行い、それらの効果を
比較・評価した。 
  尚、航路および波浪条件は Table 2 をそのまま使用
し、海流条件は 5.4 節の基本形の西から東へ流速０.２
ｋｔ、流向は航路の進行方向との偏差３０度の順方向
とした。また、最適化された主機出力が一部の航路要
素で能力を超えるクリティカルな状況を創るために、
総航海時間を 5.4節より短縮し、１９３時間とした。 
  主機出力の能力限界を拘束条件として実施した数値
シミュレーションの結果を Table 4 に示す。表中、
「主機出力」欄の朱記表示は主機能力超過を示す。 
また、臙脂色の表示は、主機出力が能力限界値（最 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大値）であることを示す。 
 
5.6 主機の危険回転域の回避 
 主機の危険回転域回避の効果を確認するために、航
海時間を２６２時間に延長した減速航海を想定し、危
険回転域を主機出力最大 𝑷𝒎𝒄𝒓 の４１～４２％
6)の範
囲として主機出力無制限の場合と比較した。 
  シミュレーションの結果を Table 5 に示す。表中、
「主機出力」欄の赤色表示は主機出力が危険回転域内
に、また、赤紫色と紫色の表示は、それぞれ危険回転
域の上端と下端の境界上にあることを表す。 
 
5.7 運航限界の影響 
荒天域における航海最適化技術の安全性を確保する
目的で導入した運航限界速力の効果を検証するために、
Table 2 の航路要素５の有義波高を６ｍ、相対波向を
０°（正面向い波）、航海時間の指定を２０４時間と 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 4 シミュレーション結果（主機能力効果） 
Table 5 シミュレーション結果（危険回転域回避） 
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して数値シミュレーションを実施した。 
シミュレーション結果を Table 6 に示す。表中、緑
色表示は、運航限界速力に対応した主機出力を示す。 
 
5.8 数値シミュレーション結果に対する考察 
  5.8.1 潮流または海流の影響 
   海流のみが作用する場合は、Table 3 より以下の合
理的な結果を読み取ることができる。 
(1) 海流に対して順行の場合は、海流がない場合 
に比べて主機出力が小さく抑えられる。その結
果、実船速も小さくなり、燃料消費量を約２.
２％（約１２．１トン）削減することができる。
これは、海流に乗って対地船速が大きくなるこ
とが原因である。 
(2) 海流に逆行する場合は、必要な対地船速を確保 
するために、海流がない場合に比べてより大き
な主機出力を要し、燃料消費量も約２.２％ 
（約１２．３トン）増大する。 
(3) 各々の場合で適切な針路補正値が導かれるが、
各航路要素で海流データが一定であるにも拘ら
ず、その値は一定ではない。これは、航路要素
毎に波浪データが異なるため自然減速が同一に
はならないことが主な原因である。 
 
以上の結果は、実航海では、本船の進行方向が海流
に対して順向の場合はそれを利用し、逆向の場合は回
避して航海することによって、燃料消費量、したがっ 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
て、排ガスの削減が可能となることを示している。 
 
5.8.2 主機能力の限界の影響 
海流に加えて主機能力の限界が拘束条件となる場合は、
Table 4 より以下の特徴を読み取ることができる。 
(1) 主機出力無制限の場合は、燃料消費量を最小化
する解が得られるが、航路要素１と４で主機出
力が能力を超えるため航海の現場に適用するこ
とはできない。 
(2) リミッタを用いて主機出力を最適化した場合は、
航路要素１と４の出力が能力の限界値に抑えら
れ、無制限の場合に比べて、他の航路要素で主
機出力が大きくなっている。特に、航路要素６
では、主機出力が新たに能力を超えて限界値に
抑えられているが、それも含めて全体的な最適 
化が行われ、かつ、定時性（総航海時間）も確
保されている。 
(3) 決定方程式やリミッタの非線形性のために、反
復計算なしでは定時性を満足する主機出力の解
を得ることができないが、大域的収束計算によ
って諸条件を全て満足する解が得られている。 
 
5.8.3 主機の危険回転域の回避 
Table 5 より、以下の特徴を読み取ることができる。
(1) 主機出力無制限の場合には、航路要素５、７、 
９で解が危険回転域内にある。 
 
Table 6 シミュレーション結果（運航限界速力超過防止） 
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Fig.3 大域的収束過程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2) 一方、リミッタを伴う最適化処理の結果、主
機出力が、航路要素５、７では低回転域側、航
路要素９では高回転域側の境界上に回避され、
さらに、定時性も確保されている。 
 
5.8.4 運航限界速力超過の防止 
Table 6 より、以下の特徴を読み取ることができる。 
(1) 航路要素５で実船速が運航限界速力を超過し、
主機出力が低く抑えられている（緑色表示）。 
(2) 主機出力の抑制と荒天域の波浪抵抗増による自
然減速によって、実船速が安全な範囲まで低減
されている（太字表示）。また、他の航路要素
で増速することにより定時性も確保されている。 
 
5.8.5 大域的収束過程 
  Table 4 に示す主機能力限界の制約を付した場合に、
燃料消費量および各航路要素に配分された速力が準最
適解に収束していく様子を Fig.3 に示す。本図より、
与えられた諸条件の下で解が速やかに収束し、２３回
の反復計算で収束判定基準に達していることが分かる。 
 因みに、Table 3 ～ Table 6 の全てのケースで、
１２～３０回の反復計算で解が収束した。 
 
以上の結果、航海の現場では主機能力の限界や危険
回転域が存在し、また、荒天時の航海もあり得ること
を考慮すると、本技術のリミッタ処理と大域的収束計
算は実航海への適用にとって必須の要件である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6．まとめ 
  本研究では、対水運動を基礎に導いた航海最適化の
技術 2)に、航海の現場で直面する 
(a) 潮流や海流への対応 
(b) 主機能力の限界と危険回転域への対処 
   (c) 荒天域における運航限界速力超過の防止 
という３通りの条件を付加し、対地運動を基本とする
実航海最適化のための速力の決定方程式を導いた。 
  一般的には、この解法は燃料消費量最小化という意
味では準最適解を与えるが、主機の能力不足への対応
や危険回転域の回避、運航限界速力超過の防止という
実航海の制約条件に対応可能で、さらに、 
(1) (20)式において、主機出力無制限（𝑷𝒎𝒄𝒓 = ∞）
の場合や(21)式の危険回転域がなく、かつ、速力
の最適解が運航限界速力以下でリミッタを必要と
しない通常の場合には、基本となる決定方程式
(12)式が無条件で成立する。 
 (2) さらに、𝒗𝒄 = 𝟎 とおくことにより、(12)式と 
(11)式から海流がない場合、即ち、対水運動を基
礎とした決定方程式(4)式と(5)式を導くことがで
きる。 
したがって、本研究で提案した技術は、就航海域の
自然条件や主機能力の限界、荒天時の船体の危険防止
などを考慮しなければならない実航海に適用するため
の最も一般化された求解の手段で、潮流や海流がない
場合や完全静水中の航海最適化問題も網羅している。 
航海の現場では、荒天域を回避して航路を計画し、
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主機の能力や危険回転域を考慮して総航海時間を指定
するのが通例である。したがって、多くの場合にリミ
ッタが不要となって、本稿で導いた解法は、燃料消費
量最小化という本来の目的に対して最適解を与える。 
  最後に、数値シミュレーションで、潮流や海流の補
正機能、主機に関する制約条件や荒天時の運航限界速
力を考慮した航海最適化技術の効果を定量的に評価し、
本研究で提案した技術が、実航海における船舶の燃料
消費量、したがって、排ガス削減による海洋の大気汚
染抑制のために有効に機能することを確認した。 
  本技術の基礎となる海象データについては、波浪デ
ータは地球規模で当日から１１日先まで予報する技術
が確立しており、既に、日に４回の頻度で更新され、
オンライン配信サービスも行われている 8)。 一般的に
高速コンテナ船による北太平洋航路の航海は片道１週
間～１０日を要するので、航海の期間中の全海域の波
浪予報最新データを入手することができる。また、大
洋の海流は季節毎に比較的安定しており、月毎のデー
タがパイロットチャートでサービスされている。さら
に、日付変更線以西の北太平洋では海流の１ヶ月予報
の技術も確立されており、月に３回の頻度で、更新さ
れた予報データの配信をオンラインで受けることがで
きる 8)。  
波浪は、大洋の海流に比べて変動が激しいが、本技
術を航海支援装置に組み込む際に、通信衛星などを経
由して更新データを入手した時点で、最新の現況・予
報データに基づき、再度、その位置から目的港までの
航海最適化処理を実行する機能を賦与することによっ
て、海象予報の変動にも対処可能である。 
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付章１ 潮流補正を伴う自然減速量の偏微分 
 潮流や海流が存在する場合は、潮流補正の結果、(9)
式と(7)式より、補正した相対波向 𝝌∗ が針路偏差 ∆∅ 
を介して速力 𝑼 の関数となる。 
 一方、自然減速量 𝜟𝑼 は、自然減速に関する萩原の
式 3)によって以下の通り与えられる 2)。 
 
 𝜟𝑼 = 𝒎(𝑷∗)𝒇(𝒉)𝒈(𝝌∗)                    (26) 
        𝒎(𝑷∗) = 𝒂𝒎𝑷
∗ + 𝒃𝒎                     (27) 
     𝒇(𝒉) = 𝒂𝒇{𝟏 − 𝒆𝒙𝒑(𝒃𝒇𝒉
𝒄𝒇)}               (28) 
        𝒈(𝝌∗) = 𝟏 − 𝒂𝒈{𝟏 − 𝒆𝒙𝒑(𝒃𝒈𝝌
∗𝒄𝒈)}         (29) 
         𝑷∗   ： 主機出力 
             𝒉    ： 有義波高 
         𝝌∗   ： 潮流補正後の相対波向 
 
したがって、(26)式より、自然減速係数 𝜶 とその
速力 𝑼 による偏微分 𝜶𝑼 が以下の通り導かれる。 
 
     𝜶 = 𝟏 −
𝜟𝑼
𝑼
                                (30) 
     𝜶𝑼 =
𝜟𝑼
𝑼𝟐
−
𝜟𝑼𝑼
𝑼
 =
𝟏−𝜶−𝜟𝑼𝑼
𝑼
                  (31) 
 
また、(26)式より、自然減速量の速力 𝑼 による偏
微分 𝜟𝑼𝑼 が次式で表され、 
 
𝜟𝑼𝑼 = 𝒂𝒎𝑷
∗
𝑼𝒇(𝒉)𝒈(𝝌
∗) + 𝒎(𝑷∗)𝒇(𝒉)𝒈𝝌∗(𝝌
∗)𝝌∗𝑼 
                                         (32) 
 
さらに、波浪抵抗や操縦運動を伴う実航海における主
機出力 𝑷∗ が次式で与えられる。 
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  𝑷∗ =
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝑼
𝟑 (𝟏 +
𝜶𝟐𝑳
𝜻𝒍
𝐽1
𝑜𝑝𝑡 )                (33) 
 
一般に、航路要素長 𝒍 は船体長 𝑳 より遥かに大きい。
また、数値シミュレーションによる試算の結果 𝑱𝟏
𝒐𝒑𝒕 は 
𝟏𝟎−𝟏～𝟏𝟎−𝟐 のオーダーとなるため、(33)式右辺の（ ）
内第２項は第１項の「１」に比べて無視できる程小さく、
主機出力の偏微分 𝑷∗𝑼 に影響する度合いは僅少と考え
られる。しかしながら、本研究では無視することなく精
密な解析を試みる。即ち、 
 
   𝑷∗𝑼 = 𝒂𝒑(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼) + 𝒃𝒑                    (34) 
        𝑎𝑝 =
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝑼
𝟑 𝜶
𝟐𝑳
𝜻𝒍
(
𝒂𝜻𝜶
𝜻
+ 𝟐) 𝐽1
𝑜𝑝𝑡
           (35) 
    𝑏𝑝 =
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
{𝑼𝟐(𝑪𝒉𝑼𝑼 + 𝟑𝑪𝒉) (𝟏 +
𝜶𝟐𝑳
𝜻𝒍
𝐽1
𝑜𝑝𝑡)                                    
+𝑪𝒉𝑼
𝟑 𝜶
𝟐𝑳
𝜻𝒍
(𝟐𝐽1
𝑜𝑝𝑡 + 𝐽1𝑼
𝒐𝒑𝒕)}  (36) 
        𝒂𝜻 =
𝐜𝐨𝐬 ∆∅−𝐬𝐢𝐧 ∆∅ 𝐭𝐚𝐧 ∆∅
(𝜶𝑼 𝐜𝐨𝐬 ∆∅+𝒗𝒄 𝐜𝐨𝐬 ∆𝜽)
𝟐 𝒗𝒄                 (37) 
 
  (36)式において、船体抵抗係数 𝑪𝒉 が摩擦抵抗係数と
剰余抵抗係数に分解され、剰余抵抗係数が一定 7)という
条件の下では、船体抵抗係数 𝑪𝒉 の速力 𝑼 による偏微
分 𝑪𝒉𝑼 は、海水密度 𝝆 、速力 𝑼 、シェーンヘルの式
から求められる相当平板の摩擦抵抗係数 𝑪𝒇 および浸水
表面積 𝑺 を用いて、次式で計算することができる 2)。 
 
  𝑪𝒉𝑼 = −
𝝆
𝟐
𝟏 
𝑼
𝑪𝒇
𝟏+
𝟎.𝟓𝟓𝟖
𝟐
 
𝟏
√𝑪𝒇
 𝑺                  (38) 
 
さらに、(29)式より 𝒈(𝝌∗) の 𝝌∗  による偏微分 
𝒈𝝌∗(𝝌
∗) が以下の通り求められる。 
 
    𝒈𝝌∗(𝝌
∗) = 𝒂𝒈𝒃𝒈𝒄𝒈𝝌
∗𝒄𝒈−𝟏𝒆𝒃𝒈𝝌
∗𝒄𝒈
               (39) 
 
 また、(7)、(9)式および(31)式より、相対波向 𝝌∗ の
速力 𝑼 による偏微分 𝝌∗𝑼 が次式で与えられる。 
 
 
    𝝌∗𝑼 = ∆∅𝑼 = −
𝒗𝒄 𝐬𝐢𝐧 ∆𝜽
𝐜𝐨𝐬 ∆∅
･
𝟏−𝜟𝑼𝑼
(𝜶𝑼)𝟐
                 (40) 
 
  以上の結果、(32)、(34)、(40)式を連立して解くこと
により、自然減速量の速力 𝑼 による偏微分 𝜟𝑼𝑼 を計
算することができる。 
  尚、付章２に示す通り、(36)式の 𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 にも 𝜟𝑼𝑼 
が含まれているため、この連立方程式は非線形となる。
したがって、ここでは最適速力 𝑼 の求解のための収束
計算（大域的収束計算）の過程で 𝜟𝑼𝑼 も同時に収束さ
せる方法を用いた。 
 
付章２．第一評価関数の偏微分 
海流がない場合、航路要素における第一評価関数の最
適値およびその速力 𝑼 による偏微分は、始点の変針ベ
クトル 𝒙𝒎
′ (𝟎) を用いて、次式で与えられる 2)。 
 
    𝑱𝟏
𝒐𝒑𝒕 = 𝒙𝒎
′ (𝟎)𝑷𝒎
′
𝜶
𝒕 𝒙𝒎
′ (𝟎)                    (41) 
  𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 =  𝑱𝟏𝜶𝜶𝑼 + 𝑱𝟏𝑪𝒉′𝑪𝒉
′
𝑼 + 𝑱𝟏𝑪𝜹′𝑪𝜹
′
𝑼 
 = 𝜶𝑼 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝜶
𝑡 𝑥𝑚
′ (0)                      
     +𝑪𝒉
′
𝑼 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝑪𝒉
′
𝑡 𝑥𝑚
′ (0) 
 +𝑪𝜹
′
𝑼 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝑪𝜹
′
𝑡 𝑥𝑚
′ (0)            (42) 
 
但し、𝑸𝒎
′
𝜶 、𝑺𝒎
′
𝜶 、𝑹𝒎
′
𝜶 は第一評価関数の係数を行
列形式で表現した時の係数行列 𝑸𝒎
′  、𝑺𝒎
′  、𝑹𝒎
′  の自然
減速係数 𝜶 による偏微分、また、𝑷𝒎
′  は、これらの係
数行列と操縦運動に関する状態方程式の係数行列 𝑨𝒎
′  、
𝑩𝒎
′  で構成されるリッカチの方程式 
 
    (𝑷𝒎
′ 𝑩𝒎
′ + 𝑺𝒎
′ )𝑹𝒎
′ −𝟏( 𝑩𝒎
′𝒕 𝑷𝒎
′ + 𝑺𝒎
′𝒕 ) 
         +𝑷𝒎
′ 𝑨𝒎
′ + 𝑨𝒎
′ 𝑷𝒎
′𝒕 − 𝑸𝒎
′ = 𝟎       (43) 
 
の解行列 2)で、(41)～(43)式の各変数の｢’｣は無次元化
量であることを示す。 
また、(42)式右辺第１項の 𝜶𝑼 は、自然減速係数 𝜶 
の速力 𝑼 による偏微分で(31)式で与えられ、𝑷𝒎
′
𝜶 は、
以下のリアプノフの方程式の解行列として得られる 2)。 
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  𝑃𝑚
′
𝛼𝐴𝑓
′ + 𝐴𝑓
′𝑡 𝑃𝑚
′
𝛼 + 𝑄𝑓
′ = 0                (44) 
     𝑨𝒇
′ = 𝐴𝑚
′ − 𝐵𝑚
′ 𝐾𝑓
′                         (45) 
    𝐾𝑓
′ = 𝑅𝑚
′ −1( 𝐵𝑚
′𝑡 𝑃𝑚
′ + 𝑆𝑚
′𝑡 )                (46) 
    𝑸𝒇
′ = 𝑸𝒎
′
𝜶 − 𝐾𝑓
′𝒕 𝑺𝒎
′𝑡
𝜶
− 𝑺𝒎
′
𝜶𝐾𝑓
′ + 𝐾𝑓
′𝒕 𝑹𝒎
′
𝜶𝐾𝑓
′ 
                                               (47) 
 
因みに、(42)式右辺の 𝑷𝒎
′
𝑪𝒉
′ と 𝑷𝒎
′
𝑪𝜹
′ についても、
(44)～(47)式において 𝜶 をそれぞれ 𝑪𝒉
′ 、𝑪𝜹
′ に置き
換えることによって計算することができる。 
 一方、海流が存在する場合は、第一評価関数の最適値 
𝑱𝟏
𝒐𝒑𝒕 において、航路要素の始点における変針ベクトル 
𝒙𝒎
′ (𝟎) も、潮流補正値 ∆∅ を介して速力 𝑼 の関数と
なる。したがって、一般的に、航路要素 𝚫𝛔𝒊  の始点で
隣接する状態量 𝑿 の差分を 
 
    𝛁(𝑿) ≡ 𝑿𝒊 − 𝑿𝒊−𝟏                            (48) 
 
と定義すると、航路要素の始点における海流下の変針ベ
クトル 𝒙𝒄
′
𝒎
(𝟎) は次式で与えられる。 
 
    𝒙𝒄
′
𝒎
(𝟎) = 𝒙𝒎
′ (𝟎) + (𝛁
(∆∅)
𝟎
)               (49) 
    𝛁(∆∅) = ∆∅𝒊 − ∆∅𝒊−𝟏                         (50) 
 
 また、(42)式に替えて、第一評価関数の偏微分 𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 が
次式の通り導かれる。 
 
   𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 = 𝜶𝑼 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)𝑃𝑚
′
𝛼
𝑡 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)                   
              +𝑪𝒉
′
𝑼 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)𝑃𝑚
′
𝐶ℎ
′
𝑡 𝒙𝒄
′
𝒎
(0) 
 +𝑪𝜹
′
𝑼 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)𝑃𝑚
′
𝐶𝛿
′
𝑡 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)  
 +𝟐 𝒙𝒄
′
𝒎𝑈
(0)𝑃𝑚
′𝑡 𝒙𝒄
′
𝒎
(0)             (51) 
 
(49)式の 𝒙𝒎
′ (𝟎) は隣接する航路要素の方位差で、航
路のみに依存し速力 𝑼 には依存しない。したがって、
(40)式を用いることによって、(49)式から(51)式の右辺
第４項の 𝒙𝒄
′
𝒎𝑼
(𝟎) が以下の通り求められる。 
 
    𝒙𝒄
′
𝒎𝑼
(𝟎) = (
𝛁(∆∅𝑼)
𝟎
) = − (
𝛁 (
𝒗𝒄 𝐬𝐢𝐧 ∆𝜽
𝐜𝐨𝐬 ∆∅
･
𝟏−𝜟𝑼𝑼
(𝜶𝑼)𝟐
)
𝟎
) 
                                               (52) 
  以上の結果、(49)式と(52)式を(51)式右辺の最終項に
適用することにより、海流下での第一評価関数の速力 𝑼 
による偏微分 𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 を計算することができる。但し、こ
の計算には速力 𝑼 が必要となるが、速力 𝑼 の決定方
程式(12)の左辺にも 𝑱𝟏𝑼
𝒐𝒑𝒕 が含まれているため、付章１
と同様、その値は大域的収束計算の中で収束させる。 
